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令和７年５月２９日 

  
安心・安全なデジタル空間の実現に向けた提言 

  

自由民主党政務調査会  
情報通信戦略調査会  

ネット上の誹謗中傷・偽誤情報等対策小委員会 

 
デジタル空間は、人々の生活に必要不可欠なものとなっている。リアルの

空間と異なり、人々は SNS 等を利用して情報を入手するだけではなく、情報を

発信・拡散することも容易にできる。最近は、多くの国民が、新聞や放送など

の伝統メディアよりも SNS 上の情報を信じて意思決定するといった指摘もある。 

しかし、このデジタル空間の安心・安全は、常に脅かされている。例えば、収

益の獲得という経済的インセンティブを動機とした誹謗中傷や偽情報の投稿
や、悪意や政治的意図、面白半分（熟慮せず衝動的に行った行為も含む。）

といった動機によって投稿・拡散される誹謗中傷や偽情報の投稿。これらに

よって、人々は傷つき、場合によっては最悪の結果も招きかねない。 
デジタル空間を安心・安全なものとするためには、誹謗中傷や偽情報の投

稿の発信には責任が伴うことを利用者に周知啓発するとともに、既存法令に

基づいて厳格な執行を行い、それでも解決できない課題については既存制
度の不断の見直しや新たな制度整備が必要である。 

 

こうした現状認識の下、情報通信戦略調査会及び本小委員会では、誹
謗中傷対策として、昨年２月に提言を行い、また、偽・誤情報対策として、昨

年８月に提言を行った。今回、これらの提言のフォローアップを行ったところ、

政府の対応としても、一定の進捗があったことが確認できた。 
例えば、これまで、自民党として早期施行を求めてきた「情報流通プラットフ

ォーム対処法」が今年４月１日に施行された。また、健全な広告マーケットの

育成という観点から、広告主の意識改革のため、総務省において、広告主

の業界団体等の協力を得て、ガイダンスが策定される見込みである。 

 

しかし、デジタル空間の安心・安全を脅かす者は生成AIのような新技術を活用
し、常に「次の手」を考えており、イタチごっこの側面は否定できない。 

デジタル空間の安心・安全を確保するため、政府においては、引き続き、

既存法令の厳格な運用を行い、その上で、被害回復の手段も含め制度を
不断に見直すことが強く求められる。また、事業者においては、改めて自らの
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プラットフォームの利用者に与える影響力を認識し、誹謗中傷や偽・誤情報

が流通しにくい場とすることに責任を持つことが極めて重要である。 
 

利用者が安心してデジタル空間を利用できる環境整備のため、表現の自

由を最大限考慮しつつ、以下の総合的な対策について提言する。 
 

提言１ 既存法令の厳格な執行と執行状況の公表 

オンライン上で拡散する誹謗中傷や偽・誤情報について、引き続き、既存
法令に基づき、発信者に対して厳格な執行を行うとともに、執行状況をそれぞ

れとりまとめて公表するべきである。 

 

提言２ オンライン上で流通する違法情報の明確化と新たな犯罪類型化 

ここ数年社会問題化していた、SNS 上のいわゆる「闇バイト」の募集投稿に

ついては、厚生労働省が職業安定法上違法である旨を明確化した上で、総
務省が策定する「違法情報ガイドライン」において法令違反のケースとして位

置づけることにより、SNS 事業者による削除等の適切な対応が図られた。 

また、著名人ニセ広告を利用した SNS 型投資詐欺の事案については、刑
法改正を含む「刑事デジタル法」が本通常国会において成立した。 

今後も、ネット上の情報流通に係る社会問題が新たに発生した場合には、

社会情勢等の必要性に鑑み、所管省庁により当該情報流通の違法性の
明確化や違法化・犯罪類型化を行うとともに、厳格な取締りを行うべきである。 

加えて、警察庁のインターネット・ホットラインセンターのガイドラインや総務省

の違法情報ガイドラインに、当該違法情報に関する判断基準等を記載し、
SNS 事業者による削除等の適切な対応を促すべきである。 

 

提言３ デジタル広告を巡る諸課題への対応 
デジタル広告マーケットは、広告主だけではなく、代理店などの広告取扱

事業者、プラットフォーム事業者等、様々なステークホルダーにより構成され

ている。また、デジタル広告は、即時に取引を成立させることで大量に流通

するという特徴もある。 

権利侵害情報も含む偽・誤情報の掲載されたデジタル広告が流通しな

いよう、また、逆に、健全な広告が違法有害情報を発信するウェブサイトな
どに配信されないよう、プラットフォーム事業者は、デジタル広告の健全化に

努力するべきである。 

具体的には、適正な広告配信に関する体制整備やアルゴリズムの透明
性の確保と改善、広告の実際の表示場所に関する利用者への適切な情
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報提供と透明性の確保を行うべきである。 

なお、政府は、広告主・広告代理店向けのガイダンスを策定・活用し、デ
ジタル空間の利用者でもある広告主のリテラシー向上推進の旗振り役とな

るべきである。また、広告配信におけるプラットフォーム事業者の対応1 の定

期的なモニタリングの方針を示すとともに、適切な状況把握や定期的な評
価を通じてデジタル広告の健全化を推進するべきである。 

 

提言４ 偽・誤情報等を拡散させる経済的インセンティブの排除 
前述のように、経済的インセンティブ（広告収入）が偽・誤情報等の流

通・拡散の一因との指摘もある。これは、投稿者が、広告収入を得ようとして、

利用者の「アテンション」を得るため、真実かどうかにこだわらず、刺激的な

情報を投稿するようになるという指摘である。 

大規模災害時をはじめ様々場面において、偽・誤情報が流通・拡散しな

いよう、プラットフォーム事業者は、デジタル空間における経済的インセンティ
ブの仕組みを継続的に改善するべきである。 

具体的には、社会的状況を踏まえ、収益化プログラムの仕組みや規約

を不断に見直すべきである。また、広告配信に関しては、事前審査の厳格
化等を通じて自らのプラットフォームに権利侵害情報や偽・誤情報が氾濫し

ないよう対策を講ずるべきである。 

また、政府においても、PF 事業者の対応状況を注視しつつ、特に災害時
など特定の場面における必要な対応を検討すべきである。 

 

提言５ 情プラ法の適切な運用と発信者情報開示制度の検証 
４月末には、大手プラットフォーム事業者５者が情報流通プラットフォーム

対処法（情プラ法）の義務の対象として指定された。今後、政府は、同法を

適切に運用するとともに、指定事業者による違法・有害情報への対応状況
について定期的なモニタリングを行うべきである。 

 

また、同法では、インターネット上で流通する誹謗中傷等の被害者の救済

を図るため、被害者が発信者を特定して損害賠償請求等を行うことができる

よう、発信者情報開示制度が設けられている。 

これまでの提言を受け、発信者情報開示に関する新たな裁判手続2 につ
いて、手続件数3が改正前に比べ約 10 倍となるなど、誹謗中傷等の被害者
                                                      

1 広告の事前審査体制・広告出稿者の本人確認、迅速な事後対応の体制整備とその明示 
2 令和４年 10 月に、プロバイダ責任制限法（現「情報流通プラットフォーム対処法」）が改正され、
新たな裁判手続きが創設された（令和３年改正）。 
3 主たる裁判地である東京地裁におけるデータ。 
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救済の道が大きく開かれるようになったが、社会情勢の変化等、デジタル空

間を巡る環境の変化は著しく、制度の不断の見直しが必須である。 
令和３年の改正法の附則においては、法施行後５年を経過した場合にお

ける見直し条項が定められているところではあるが、政府は、５年経過を待た

ずとも、発信者情報の開示の状況を把握・分析した上で、更なる対策が必
要と考えられる場合、発信者情報の範囲の見直しを含め、必要な制度改正

について検討するべきである。 

 
提言６ 偽・誤情報対策としての技術開発の推進 

生成 AI をはじめとする新しい技術が出てきており、利便性の向上が期待

される反面、悪用されるリスクが高まってきている。これに対しては、「技術に

は技術を」という観点での対応が有効と考えられる。 

政府は、より多くのユーザーの注目を得るために生成 AI を悪用して作成され

た画像・音声・動画等の多様な形式の偽・誤情報に対応するため、生成 AI で
作成されたものかどうかを判別することができる対策技術の開発を更に進めると

ともに、メディアやファクトチェック団体も含めた多様な者に当該対策技術を普

及・展開することを想定しつつ、社会実装に向けた支援を加速させるべきであ
る。 

 

提言７ 偽・誤情報等に対する意識啓発 
政府及びプラットフォーム事業者は、国民一人一人のリテラシー向上の

ため、官民の関係者が連携し、SNSに関するアテンション・エコノミーのメカニ

ズムも含めた偽・誤情報等に関する意識啓発を行うべきである。 
 

提言８ これまでの提言の着実な実行及び更なる制度整備の検討 

政府は、上記提言１から７までのほか、昨年２月及び８月の提言4 におい
て掲げられた提言事項について、引き続き着実な対応を行うとともに、現行

法令では対応が難しい課題については、既存制度の不断の見直しや新た

な制度整備を検討すべきである。 

 

以 上 

                                                      

4 「ネット上の誹謗中傷等に対応するための緊急提言（令和６年２月）」及び「今後の情報通信政策に

関する提言（令和６年８月）」 


